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自己紹介

東京都町田市出身。
事業会社にて10年間SEに従事し
たのち、スタートアップに出資し経営
参画。その後、エンタープライズ向け
ソフトウェアメーカーの営業マネー
ジャー、UXコンサル企業のBizDevマ
ネージャーを歴任し2022年にARK
に参画。
国内の営業・マーケティングを担当す
る。趣味は、釣りとキャンプ。好きな
魚は、鱸。

Born in Machida City, Tokyo, I spent a decade as an 
SE at a business company before investing in and 
contributing to startup management.
Subsequently, I held roles as a sales manager at an 
enterprise software maker and as a BizDev manager 
at a UX consulting firm. In 2022, I joined ARK, where 
I now oversee domestic sales and marketing.
Outside of work, I enjoy fishing and camping—my 
favorite fish to catch is sea bass.
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会社概要
株式会社ARK会社名

2020年12月設 立
神奈川県平塚市千石河岸57­7本社・平塚陸上養殖研究所所在地
神奈川県平塚市東八幡4-15-13-1湘南製作所

営業／開発拠点
大阪府大阪市西淀川区竹島2-6-18フクシマガリレイMILAB内関西営業所
沖縄県読谷村宇座1861 沖縄営業所
沖縄県中城村奥間885（令和6年:琉球大学発ベンチャー認定）沖縄陸上養殖研究所
Unit 2, 3 Wedmore Street London N19 4RUARK WORLDWIDE LTD. 海外拠点
2330, Jalan Usahawan, Cyberjaya, 63000 Cyberjaya, Selangor,ARK Malaysia



















2025年秋から出荷開始



課題・展望



停電・機器故障による酸欠、アンモニア濃度の急上昇、微細懸濁物の蓄積、硫化水
素の発生

水質管理・生命維持

電気代、水温維持コスト、消耗品コスト運用コスト
塩害による機器の腐食、センサー精度、メンテナンス作業の動線設備設計・メンテナンス
異常検知の遅れ、成⾧予測データ活用と監視
高度な水質管理スキル、24時間365日の監視体制の負担、ベテランの「勘」のブラッ
クボックス化

人的リソース・専門性

バイオセキュリティ意識、異常予兆、事業計画と現場の実態乖離組織・教育
稚魚・種苗の安定確保、高コスト構造による価格競争、餌代の高騰経営リソース・外部連携
排水規制、法的規制（比較的新しい産業であるため、法律の適用範囲が曖昧だっ
たり、複数の省庁にまたがったりする）

地域・社会的リソース



■物理 (Physics):
流体解析（水流の最適化）、ろ過システムの圧力設計、光の波⾧制御

■生物 (Biology):
魚の生理生態の理解、成⾧アルゴリズム、病気予防と免疫

■化学 (Chemistry):
水質管理（窒素循環、pH、溶存酸素）、バイオフィルターの化学反応

■工学 (Engineering):
素材、工法、自動給餌、AI・IoTによる管理、循環型システムの構築

■経済（Economy）:
収益性（ROI）の確保、電力・餌代のコスト最適化、高付加価値ブランド化

■経営リソース（Management）:
専門人材の育成と確保、種苗の安定調達、効率的な物流・加工ルート

■社会（Society）:
地産地消・地域雇用の創出、食料安全保障への貢献、アニマルウェルフェア

■法・規制（Law）:
都市計画法、排水規制、食品衛生法、独自システムの知財保護

陸上養殖産業の課題



内閣官房 日本成⾧戦略会議

3月10日 日本成⾧戦略会議（第3回）官民投資ロードマップ素案資料より抜粋



陸上養殖産業化へのインプット

3月7日 鈴木憲和農水大臣 Xより 3月10日 水産経済新聞より



官民投資ロードマップ素案

3月10日 日本成⾧戦略会議（第3回）官民投資ロードマップ素案資料より抜粋




